
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    

上   場   会   社   名       ヤフー株式会社 登録銘柄

コード番号       4689 本社所在都道府県

(URL　http://www.yahoo.co.jp) 東京都

問合せ先  責任者役職名 経理部長 TEL (03) 6440-6000

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　内田  賢行
決算取締役会開催日　　平成 15年 4月 25日 中間配当制度の有無　　  有
定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 20日 単元株制度採用の有無　 無

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 55,366 ( 83.0) 24,625 (130.0) 24,128 (127.1)

14年  3月期 30,263 (132.1) 10,708 (101.7) 10,626 (104.0)

  １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総  資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 12,496 (104.1) 25,990    20 25,951    04 48.4 62.8 43.6

14年  3月期 6,123 (106.0) 52,225    19 52,128    82 31.3 37.3 35.1
(注)①期中平均株式数                15年 3月期  478,416株   14年 3月期   117,249 株
　　 ②会計処理の方法の変更　　　無
　　 ③当期と同じ会計基準により算定した場合の14年3月期の1株当たり当期純利益は 51,952円27銭、潜在株式調整後
 　　    1株当たり当期純利益は 51,856円40銭であります。

　　 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 0     0 0     0 0     0 ― ― ―

14年  3月期 0     0 0     0 0     0 ― ― ―

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭　　

15年  3月期 47,837 31,120 65.1 65,935   39

14年  3月期 28,957 20,482 70.7 174,275   69

(注)①期末発行済株式数            15年 3月期   471,045株  14年 3月期   117,528 株　

　　 ②期末自己株式数               15年 3月期           13株   14年 3月期           3 株　

　　 ③当期と同じ会計基準により算定した場合の14年3月期の1株当たり株主資本は 174,003円41銭であります。

平成 15年 4月 25日

配当性向

営　業　利　益売　　上　　高 経　常　利　益

当 期 純 利 益
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２. 添付資料 
個別財務諸表 
① 貸借対照表 

 

  前事業年度 
(平成14年３月31日) 

当事業年度 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   7,210   22,588  

２ 売掛金 ※１  4,906   11,055  

３ 有価証券   99   ―  

４ 仕掛品   ―   4  

５ 前払費用   154   176  

６ 短期貸付金   140   390  

７ 未収入金   1,868   15  

８ 繰延税金資産   373   1,032  

９ その他   7   138  

 貸倒引当金   △46   △289  

流動資産合計   14,715 50.8  35,110 73.4 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物付属設備  453   1,701   

減価償却累計額  130 323  209 1,492  

(2) 工具器具備品  4,797   7,363   

減価償却累計額  1,907 2,889  3,080 4,283  

有形固定資産合計   3,212 11.1  5,775 12.1 

２ 無形固定資産        

(1) ソフトウェア   220   387  

(2) 電話加入権   4   5  

無形固定資産合計   225 0.8  392 0.8 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   7,689   2,637  

(2) 関係会社株式   1,319   1,594  

投資損失引当金   ―   △889  

(3) 関係会社社債   400   400  

(4) 出資金   852   600  

(5) 従業員長期貸付金   0   0  

(6) 長期前払費用   57   24  

(7) 破産更正等債権   ―   76  

(8) 差入保証金   484   1,692  

(9) 繰延税金資産   ―   498  

(10)その他   1   ―  

貸倒引当金   ―   △75  

投資その他の資産合計   10,804 37.3  6,558 13.7 

固定資産合計   14,242 49.2  12,726 26.6 

資産合計   28,957 100.0  47,837 100.0 
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  前事業年度 

(平成14年３月31日) 
当事業年度 

(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金 ※１  939   3,409  

２ 未払金 ※１  1,024   3,347  

３ 未払費用   ―   61  

４ 未払賞与   177   239  

５ １年以内償還予定の社債   117   ―  

６ 未払法人税等   3,760   8,500  

７ 未払消費税等   425   886  

８ 預り金   73   230  

９ 前受収益   66   30  

10 新株引受権   6   ―  

11 その他   1   2  

流動負債合計   6,591 22.8  16,708 34.9 

Ⅱ 固定負債        

１ 繰延税金負債   1,870   ―  

２ 退職給付引当金   13   ―  

３ 長期未払金   ―   8  

固定負債合計   1,884 6.5  8 0.0 

負債合計   8,475 29.3  16,716 34.9 

        

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※２  6,033 20.9  ― ― 

Ⅱ 資本準備金   1,110 3.9  ― ― 

Ⅲ 利益準備金   5 0.0  ― ― 

Ⅳ その他の剰余金        

１ 任意積立金        

特別償却準備金   122   ―  

２ 当期未処分利益   10,347   ―  

その他の剰余金合計   10,470 36.1  ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   2,878 9.9  ― ― 

   20,497 70.8  ― ― 

Ⅵ 自己株式   △15 △0.1  ― ― 

資本合計   20,482 70.7  ― ― 

負債・資本合計   28,957 100.0  ― ― 
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  前事業年度 

(平成14年３月31日) 
当事業年度 

(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

Ⅰ 資本金 ※２  ―   6,073 12.7 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  ―   1,154   

資本剰余金合計   ―   1,154 2.4 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  ―   8   

２ 任意積立金        

特別償却準備金  ―   102   

３ 当期未処分利益  ―   22,828   

利益剰余金合計   ― ―  22,939 48.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ―  970 2.0 

Ⅴ 自己株式 ※３  ― ―  △17 △0.0 

資本合計   ― ―  31,120 65.1 

負債・資本合計   ― ―  47,837 100.0 
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② 損益計算書 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  30,263 100.0  55,366 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,024 26.5  12,875 23.3 

売上総利益   22,238 73.5  42,491 76.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 業務委託費  732   1,593   

２ 広告宣伝費  789   344   

３ 情報提供料  1,056   1,497   

４ 販売手数料  1,501   2,244   

５ 販売促進費  162   965   

６ 貸倒引当金繰入額  40   318   

７ 貸倒損失  ―   0   

８ 役員報酬  81   88   

９ 給料手当  1,945   2,650   

10 退職給付費用  97   113   

11 賞与  707   1,208   

12 福利厚生費  236   384   

13 会議費  16   16   

14 通信費  1,113   1,490   

15 賃借料  549   696   

16 事務用品費  17   25   

17 什器備品費  74   190   

18 ロイヤルティ  621   1,207   

19 租税公課  65   74   

20 支払報酬  58   81   

21 減価償却費  1,207   1,626   

22 その他  454 11,530 38.1 1,047 17,866 32.2 

営業利益   10,708 35.4  24,625 44.5 
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前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息 ※１ 23   20   

２ 受取配当金  4   10   

３ 為替差益  2   10   

４ 受取業務手数料 ※１ ―   38   

５ その他  28 59 0.2 14 94 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  5   0   

２ 新株発行費  2   3   

３ 固定資産除却損  54   156   

４ 出資金評価損  71   249   

５ 移転費用  ―   156   

６ その他  7 141 0.5 25 591 1.1 

経常利益   10,626 35.1  24,128 43.6 

Ⅵ 特別利益        

投資有価証券売却益  586 586 1.9 ― ― ― 

Ⅶ 特別損失        

１ 投資有価証券評価損  611   1,392   

 ２ 投資損失引当金繰入額  ―   889   

 ３ 投資有価証券売却損  ―   40   

 ４ 年金制度変更損失  ― 611 2.0 1 2,323 4.2 

税引前当期純利益   10,601 35.0  21,804 39.4 

法人税、住民税 
及び事業税  4,929   10,912   

法人税等調整額  △451 4,478 14.8 △1,604 9,308 16.8 

当期純利益   6,123 20.2  12,496 22.6 

前期繰越利益   4,223   10,332  

当期未処分利益   10,347   22,828  
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売上原価明細書 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

Ⅰ 事業費      

１ 外注費  33  42  

２ 業務委託費  1,772  12,740  

３ その他  2  92  

小計  1,808 22.5 12,875 100.0 

Ⅱ 商品原価      

１ 期首商品たな卸高  ―  ―  

２ 当期商品仕入高  7,388  ―  

計  7,388  ―  

３ 他勘定振替高 ※ 1,173  ―  

４ 期末商品たな卸高  ―  ―  

小計  6,215 77.5 ― ― 

売上原価  8,024 100.0 12,875 100.0 

(注) ※ 他勘定振替高は、商品の譲渡による未収入金への振替によるものであります。 
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③ 利益処分案 
 

  前事業年度 当事業年度 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   10,347  22,828 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

特別償却準備金取崩額  20 20 20 20 

合計   10,367  22,849 

Ⅲ 利益処分額      

１ 利益準備金  3  6  

２ 役員賞与金  32  62  

(うち監査役賞与金)  (4) 35 (6) 68 

Ⅳ 次期繰越利益   10,332  22,781 

      
 



 

                     ―  ― 
 

42

重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及
び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券… 
   償却原価法 
(2) 子会社株式及び関連会社株式… 
   移動平均法による原価法 
(3) その他有価証券 
  時価のあるもの… 

決算日の市場価格等に基づく時価
法(評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定) 

時価のないもの… 
移動平均法による原価法 

(1) 満期保有目的の債券 
同左 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
同左    

(3) その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 
    

 
 
時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価
基準及び評価方法 

デリバティブ… 
   時価法(振当処理をした為替予約

を除く) 

デリバティブ 
同左 

 

３ たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

商品… 
移動平均法による原価法 

 

 
 
仕掛品… 

個別法による原価法 
４ 固定資産の減価償却の

方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法 
(2) 無形固定資産 
市場販売目的ソフトウェアについて
は、見込有効期間(３年以内)におけ
る販売数量に基づく方法、また、自
社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 
支出時に全額費用として処理してお
ります。 

新株発行費 
同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 

 (（2）退職給付引当金 
  (イ)適格退職年金制度 
    従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期
において発生していると認められ
る額を計上しております。なお、
数理計算上の差異については、翌
期に一括費用処理することとして
おります。 

（2）退職給付引当金 
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項目 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

  (ロ)厚生年金基金制度 
   当社は従業員の退職金制度につい

て、総合設立の厚生年金基金(東京
都小型コンピュータソフトウェア
産業厚生年金基金)を採用してお
ります。 

   同基金の平成14年３月31日現在の
年金資産額は63,346百万円であ
り、同日現在の当社の加入割合は
0.7％(人員比)であります。 

 

 （3）投資損失引当金 
子会社等への投資に係る損失に備え
るため、子会社等の財政状態等を勘
案して必要額を計上しております。 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によって
おります。 
なお、振当処理の要件を満たしている
為替予約については振当処理によっ
ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
当期にヘッジ会計を適用したヘッジ
手段とヘッジ対象は以下のとおりで
あります。 

   ヘッジ手段… 
    為替予約取引 
   ヘッジ対象… 

     外貨建債権・債務及び外貨建予定
取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

 

 (3) ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する権限規程
及び取引限度額等を定めた内部規程
に基づき、ヘッジ対象に係る為替相
場リスクを一定の範囲内でヘッジし
ております。 

(3) ヘッジ方針 
        同左 
 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ対象及びヘッジ手段に応じ

て、比率分析等により、ヘッジ取引の
事前、事後に有効性の評価を行ってお
ります。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

９ その他財務諸表作成の 
ための重要な事項 

消費税等の会計処理 
  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 
同左 

 (2) 退職給付会計 
当社は、確定拠出年金法の施行に伴
い、平成14年７月に退職金制度のう
ち適格退職年金制度について、確定
拠出年金制度へ移行し、「退職給付制
度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第1号（企業会計
基準委員会平成14年１月31日））を適
用しております。 
本移行に伴う影響額は特別損失とし 
て１百万円計上されております。 

 
 

(3) 自己株式及び法定準備金取崩会計 
当事業年度より「自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する会計基準」（企
業会計基準第1号）を適用しておりま
す。これによる当事業年度の損益に与
える影響は軽微であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、
当事業年度における貸借対照表の資
本の部については、改正後の財務諸
表等規則により作成しております。 

 

 (4) １株当たり情報 
｢１株当たり当期純利益に関する会計
基準｣(企業会計基準第２号)及び「１
株当たり当期純利益に関する会計基
準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第４号)が平成14年４月１日以後開
始する事業年度に係る財務諸表から
適用されることになったことに伴い、
当事業年度から同会計基準及び適用
指針によっております。なお、これに
よる影響については、｢１株当たり情
報に関する注記｣に記載しておりま
す。 
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会計処理の変更 
 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

従来、売上高には、販売代金から広告代理店への販売手
数料を差引いた後の金額を計上しておりましたが、当期
より、販売代金全額を売上に計上し、広告代理店への販
売手数料は販売費及び一般管理費に「販売手数料」とし
て計上する方法に変更いたしました。 
この変更は、今後、基本的には広告主との直接取引から
広告代理店を経由させる取引へと変更するなどの営業体
制の見直し等により、販売手数料を個別に管理するため、
また、TV・新聞等、他のメディアと会計処理方法の統一
性を持たせるために行いました。 
この変更により、変更を行わなかった場合に比べ、当期
の売上高は1,117百万円、販売費及び一般管理費は1,117
百万円多く計上されております。 
なお、当期の営業利益及び経常利益、税引前当期純利益
への影響はありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
表示方法の変更 

 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 
 
 
 
 

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示
しておりました「受取業務手数料」は、営業外収益の合計
額の百分の十を超えることとなったため当事業年度より区
分掲記いたしました。 
なお、前事業年度における「受取業務手数料」の金額は２
百万円であります。 

 
 

追加情報 

 

 前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

貸借対照表 前期において流動資産に計上していた「自己
株式」(４百万円)は、財務諸表等規則の改正
により当期末においては資本の部の末尾に
表示しております。 
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注記事項 
 
(貸借対照表関係) 
 

 

項目 
前事業年度 

(平成14年３月31日) 
当事業年度 

(平成15年３月31日) 

※１ 関係会社に対する主な
資産・負債 

 売掛金  

 買掛金  

 未払金  

11 百万円 

9 百万円 

185 百万円 

 

※ ２  会社が発行する株式の
総数 
発行済株式の総数 

 

467,600 株 

117,531.80 株 

 

普通株式 

普通株式 

 

940,000 株 

471,059.04 株 

※３ 会社が保有する自己株式数
普通株式 13.28 株 

４ 配当制限 

    

有価証券の時価評価により、純資産額が
2,878百万円増加しております。 
なお、当該金額は商法 290 条第１項第６

号の規定により、配当に充当することが

制限されております。 

有価証券の時価評価により、純資産額が
970百万円増加しております。 
なお、当該金額は商法 290 条第１項第６

号の規定により、配当に充当することが

制限されております。 

５ 当期の発行済株式数の 

   増加内訳 
 

 

 

  

発行株式数 4 株 発行株式数 32 株  (1)新株引受権の権利行使に

よる株式発行 資本組入額 9 百万円 資本組入額 39 百万円 

 払込金総額 19 百万円 払込金総額 78 百万円 

     

発行株式数 598.8 株 発行株式数 433.92 株  (2)ストックオプションの 

権利行使による株式発行 資本組入額 29 百万円 資本組入額 0 百万円 

 払込金総額 29 百万円 払込金総額 0 百万円 

     

 (3)株式分割  新株発行日 平成 14 年５月 20 日 

  分割比率  1：2 

  発行株式数  117,531.80 株 

     

  新株発行日 平成 14 年 11 月 20 日 

  分割比率 1：2 

  発行株式数 235,529.52 株 
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(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 
 売上高 257百万円

   売上原価には、関係会社からの仕入5,533百万円 
が含まれております。 

※１ 関係会社に係る注記 
受取利息 16百万円 

受取業務手数料 37百万円 
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（リース取引関係） 
 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

                （単位：百万円） 

取得価額
相 当 額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相 当 額

有形固定資産
（工具器具備品） 6 1 4

合      計 6 1 4
 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

                           （単位：百万円） 

取得価額
相 当 額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相 当 額

有形固定資産
（工具器具備品） 6 3 2

合      計 6 3 2

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 一年以内 2 百万円    一年以内 2 百万円    

 一 年 超       2 百万円    一 年 超       0 百万円    

 合 計       4 百万円    合 計       2 百万円    

 

３  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 2 百万円   支払リース料 2 百万円   

 減価償却費相当額 1 百万円   減価償却費相当額 2 百万円   

 支払利息相当額 0 百万円   支払利息相当額 0 百万円   

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

５ 利息相当額の算定方法  

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

 
 

（有価証券関係） 

前事業年度(自平成13年４月１日 至平成14年３月31日)及び当事業年度(自平成14年４月１日 至平成15年３月31

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

                       （単位：百万円） 

項目 前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成 15 年３月 31 日） 

繰延税金資産 

未払事業税否認 

未払事業所税否認 

未払金否認 

貸倒引当金繰入超過額 

長期前払費用償却限度超過額 

退職給付引当金 

投資有価証券評価損 

投資損失引当金繰入額否認 

その他 

 

336 

4 

20 

13 

29 

5 

257 

― 

― 

 

767 

5 

23 

148 

44 

― 

800 

361 

101 

繰延税金資産合計 666         2,253 

 

繰延税金負債 

特別償却準備金 

その他有価証券評価差額金 

 

 

△74 

△2,088 

 

 

△57 

△666 

繰延税金負債合計 △2,162 △723 

 

繰延税金資産（△負債）の純額 

 

△1,496 

 

1,530 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

      

前事業年度及び当事業年度においては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が

法定実効税率の百分の五以下であるため、注記を省略しております。 
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（1株当たり情報） 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

1 株当たり純資産額 174,275.69 円 65,935.39 円 

1 株当たり当期純利益       52,225.19 円 25,990.20 円 
潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 52,128.82 円      25,951.04 円 

 

 

当事業年度から「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」(企業会計
基準第２号)及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第４号)
を適用しております。 
なお、同会計基準及び適用指針を前
連結会計年度に適用して算定した
場合の１株当たり情報については、
以下のとおりとなります。 
 
１株当たり純資産額 

174,003.41円 
 
１株当たり当期純利益金額 

51,952.27円 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

51,856.40円 
 
当社は、平成14年５月20日及び11
月20日付で株式１株につき２株の
株式分割を行っております。 
なお、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の上記記載の
１株当たりの情報については、それ
ぞれ以下のとおりとなります。 
１株当たり純資産額 

43,500.85円 
 
１株当たり当期純利益金額 

12,988.07円 
 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

12,964.10円 
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（重要な後発事象） 
 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 平成15年２月19日開催の当社取締役会の決議に基づ
き、次のように株式分割による新株式を発行いたし
ます。 
１.平成15年５月20日付をもって普通株式１株につ
き２株に分割する。 

 (1)分割により増加する株式数 
    普通株式  471,059.04株 
 (2)分割方法 
平成15年３月31日最終株主名簿及び実質株主名
簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき
２株の割合をもって分割する。 

２.配当起算日 
   平成15年４月１日 
なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し「１
株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基
準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を
適用した場合の前事業年度及び当該株式分割が当会
計年度期首に行われたと仮定した場合の１株当たり
情報については、以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 
１株当たり純資産額 

21,750.43円 
 
１株当たり当期純利益金額 

6,494.03円 
 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

6,482.05円 
 

１株当たり純資産額 
32,967.70円 

 
１株当たり当期純利益金額 

13,208.85円 
 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

13,188.62円 
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役員の異動 
 

1. 代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

2. その他の役員の異動 

    新任取締役候補  

取締役社長室長 喜多埜 裕明 （現 社長室経営企画部長） 
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